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Ⅰ 法人の概要                            

１．基本情報 

（１）法  人  名  学校法人菅原学園  

（２）住    所  〒980-0014 仙台市青葉区本町二丁目１１番１０号 

（３）電話／ＦＡＸ  022-221-1111／022-224-2010 

（４）ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ URL  https://www.sugawara.ac.jp/ 

 

２．建学の精神・使命・目的 
学校法人菅原学園は、「キミに､いちからチカラを。ＣＡＲＥＥＲ ＣＯＬＬＥＧＥ」を教育理念に掲

げ、最高の教育環境と情熱にあふれた教員の教育力を提供することで、学生が日々の学園生活を通じて、

広く深い専門知識を学ぶ『専門力＝キャリア』と、しなやかな感性、豊かな人間性を学ぶ『人間力＝カ

レッジ』を修得することを教育目標に、学園創設以来の使命・目的である、国家並びに地域社会に寄与

できる人材の育成を行っています。 

 

３．学校法人の沿革 

年  月 沿  革 

1949(昭和 24年) 9月 仙台簿記学校(現:仙台総合ビジネス公務員専門学校) 設立許可 

1951(昭和 26 年)  4 月 財団法人仙台簿記学校 知事許可 

1956(昭和 31年) 7月 財団法人菅原学園 仙台経理専門学校と改称 

1960(昭和 35年) 3月 学校法人菅原学園に組織変更 知事許可 

1972(昭和 47年) 4月 鶴ヶ谷幼稚園 開園 

1975(昭和 50年) 4月 仙台電子専門学校(現:専門学校デジタルアーツ仙台) 開校 

1976(昭和 51年) 4月 仙台経理専門学校と仙台電子専門学校を専修学校に知事許可 

1983(昭和 58年)11月 総合学園「キャリアカレッジ」構想発表 

1984(昭和 59年) 4月 仙台ビジネス専門学校(現:仙台総合ペット専門学校) 開校 

1991(平成 3年)  3月 日本情報ビジネス専門学校(現:専門学校デジタルアーツ東京) 開校 

1991(平成 3年) 4月 こどもの国幼稚園 開園 

1995(平成 7年)  4月 仙台福祉専門学校(現:仙台保健福祉専門学校) 開校 

1998(平成 10年) 4月 仙台電子専門学校を名称変更 専門学校デジタルアーツ仙台となる 

2000(平成 12年) 4月 日本情報ビジネス専門学校を名称変更 専門学校デジタルアーツ東京となる 

2003(平成 15年) 4月 仙台経理専門学校を名称変更 仙台情報ビジネス専門学校となる 

2004(平成 16年) 4月 仙台ビジネス専門学校を名称変更 仙台総合ペット専門学校となる 

鶴ヶ谷マードレ保育園 開園 

2007(平成 19年) 4月 仙台福祉専門学校を名称変更及び校舎移転 仙台保健福祉専門学校となる 

2013(平成 25年) 4月 仙台情報ビジネス専門学校を名称変更 仙台総合ビジネス公務員専門学校となる 

2015(平成 27 年) 職業実践専門課程に認定される 

2019(平成 31年) 4月 学校法人菅原学園 至誠館大学 認可 
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2019(令和元年)     9 月 創立 70 周年を迎える 

2020(令和 2年) 10月 特定公益増進法人であることの証明を受ける 

2024(令和 6年)  4月 仙台保健福祉専門学校を名称変更 専門学校仙台総合医療大学校となる 

2024(令和 6年)  4月 こどもの国幼稚園が幼稚園型認定こども園こどもの国幼稚園へ移行 

2024(令和 6年) 12月 専門学校デジタルアーツ仙台 新校舎竣工 

 

 ４．学校、学科・課程等 

学校法人菅原学園は、戦後まもない復興期に日本の再建を支える人材育成を目的に仙台簿記学校を設

立して事業をスタートし、以後時代ニーズの高まりに合わせてコンピュータ、ミュージック、医療福祉、

アニメ、ペット等の業界スペシャリスト養成や公務員等の就職に向けた専門学校を設立し、国家試験や

各種資格の取得、各業界専門分野への就職に抜群の実績を残してきました。また、幼児教育の分野では、

生涯にわたる人間形成の基礎を育み、健康で思いやりがあり自分で考え行動できるこどもの育成を目的

として、幼稚園を設立し運営しています。さらに、保育を必要とする乳幼児が健やかに成長し、その活

動がより豊かに展開して発達していくことを支援する児童福祉施設である保育所も設立しています。 

至誠館大学では、現代社会学部において充実したキャリア教育を行い、さまざまな環境にある現代社

会に生きるすべての人々が平和で幸せに暮らせるよう、多様な文化に生きる若者とともに社会正義を追

求し、社会福祉の増進を実現するための教育・研究を行っています。至誠館大学は山口県北部唯一の４

年制大学として、地域の学習・交流拠点とすること、地域産業の振興と後継者を育成すること、少子高

齢化が進む地域の健康維持増進を図ること、の３つの分野において地方公共団体や企業等と連携した教

育・研究・実践を行い、地域創成を担う若者の地域への定着や地域社会に貢献できる人材の育成に努め

ています。 

 

（１）設置する学校、学科・課程              (令和８年３月３１日現在） 

№ 区 分 名 称 学 部・課 程 所 在 地 

1 大学 至誠館大学 現代社会学部 山口県萩市椿東浦田 5000 

2 専門学校 専門学校デジタルアーツ仙台 専門課程 仙台市青葉区本町 2-11-10 

3 専門学校 仙台総合ビジネス公務員専門学校 専門課程 仙台市青葉区本町 1-15-1 

4 専門学校 仙台総合ペット専門学校 専門課程 仙台市青葉区本町 2-11-20 

5 専門学校 専門学校仙台総合医療大学校 専門課程 仙台市泉区明通 2-1-1 

6 専門学校 専門学校デジタルアーツ東京 専門課程 東京都豊島区西池袋 2-38-8 

7 幼稚園 幼稚園型認定こども園鶴ヶ谷幼稚園  仙台市宮城野区鶴ヶ谷 4-13 

8 幼稚園 幼稚園型認定こども園こどもの国幼稚園  仙台市泉区寺岡 6-7-6 

9 保育所 鶴ヶ谷マードレ保育園（※）  仙台市宮城野区鶴ヶ谷 4-13 

（※）鶴ヶ谷幼稚園附帯事業・認可保育園 
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（２）学生・園児数の状況                （令和７年５月１日現在） 

区 分 
入学(入園) 

定 員 
総 定 員 

在 籍 人 数 充 足 率 

在籍人数/総定員 男 女 合計 

大 学 240 980 423 226 649 66.2% 

専門学校 1,060 2,390 674 1,142 1,816 76.0% 

幼 稚 園 80 300 80 71 151 50.3% 

保 育 園 80 80 44 46 90 112.5% 

合  計 1,460 3,750 1,221 1,485 2,706 72.2% 

 

 

（３）学生・園児数推移表            （経年５期比較、各年度５月１日現在） 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

大  学 862 780 742 780 649 

専門学校 1,907 1,778 1,709 1,748 1,816 

幼 稚 園 270 212 171 153 151 

保 育 園 94 94 90 94 90 

 合   計 3,133 2,864 2,712 2,775 2,706 

前年比増減 △16 △269 △152 63 △69 
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（４）役員の概要 （令和８年３月３１日現在） 定数：理事６名以上９名以内 監事２名 

№ 区 分 氏 名 区 別 選任区分 任 期 

1 理事長 菅原 一博 常勤 (７条１項 1号) － 

2 副理事長 菅原 崇博 常勤 (７条１項 1号) － 

3 専務理事 梅川 明寛 常勤 (７条１項２号) 2022年 6月 1日～2026年 5月 31日 

4 常務理事 福田 一儀 常勤 (７条１項２号) 2023年 4月 8日～2027年 4月 7日 

5 理事 野村 興兒 常勤 (７条１項 1号) － 

6 理事 亀井 昭伍 非常勤 (７条１項３号) 2022年 6月 1日～2026年 5月 31日 

7 理事 藤﨑 三郎助 非常勤 (７条１項３号) 2022年 6月 1日～2026年 5月 31日 

8 理事 鈴木 賢 非常勤 (７条１項２号) 2025年 4月 1日～ 

令和 9年度定時評議員会終結のときまで 

1 監事 阿部 賀寿男 非常勤 ２３条 2025年 6月 1日～ 

令和 11年度定時評議員会終結のときまで 

2 監事 中村 哲夫 常勤 (８条) 2022年 6月 1日～2026年 5月 31日 

（注）選任区分（   ）は、令和７年４月１日改正前の寄附行為による。 

 

◎ 責任限度額契約の締結について 

非業務執行理事、監事及び会計監査人に対しては、学校法人菅原学園寄附行為第 62 条に規定する責任限

定契約を締結している。 

学校法人菅原学園寄附行為（抜粋） 

（責任限定契約） 

第 62条 理事（理事長、業務執行理事及びこの法人の職員である理事を除く。以下この条において「非

業務執行理事」という｡)、監事又は会計監査人が任務を怠ったことによって生じた損害について、この

法人に対し賠償する責任は、当該非業務執行理事、監事又は会計監査人が職務を行うにつき善意かつ重

大な過失がないときは、金１０万円以上であらかじめ定めた額と、私立学校法第 92 条の規定に基づく

最低責任限度額とのいずれか高い額を限度とする旨の契約を、非業務執行理事、監事又は会計監査人と

締結することができる。 

 

◎ 役員賠償責任保険への加入について 

令和 2年 4月 1日付けで施行された改正私立学校法により、役員の職務及び責任の明確化等に 

関する規定が整備されたことに伴い、当学園では役員責任賠償保険契約に加入している。 

保険の名称：マネジメントリスクプロテクション保険（ＡＩＧ損害保険株式会社） 

理事、監事、評議員などの個人被保険者がその地位に基づいて行った行為（不作 

為を含みます｡)に起因して、保険期間中に損害賠償請求された場合の、法律上の 

損害賠償金と訴訟費用、社内調査費用、第三者委員会設置費用等を補償する保険。 

保険期間 ：令和 7年 8月 1日午後 4時から令和 8年 8月 1日午後 4時まで  

支払限度額：１億円（１請求・保険期間中） 
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（５）評議員の概要    （令和８年３月３１日現在）   定数：７名以上１０名以内 

№ 氏 名 主 な 現 職 等 № 氏 名 主 な 現 職 等 

1 熊谷 孝一 専門学校副校長 6 福田 大輔 会社役員 

2 都築 敏明 専門学校副校長 7 髙野 十 会社役員 

3 菅原 淳 法人本部長 8 増山 嘉代子 会社役員 

4 玉川 文明 会社役員 9 佐藤 博美 会社役員 

5 鳴瀬 伸子     

 

 

 

 

 

（６）教職員の概要                    （令和７年５月１日現在） 
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Ⅱ 事業の概要                             

 １．主な実施事業 

    令和７年度に実施した主な事業については、次のとおりです。 

 （１）鶴ケ谷幼稚園 

幼稚園型認定こども園へ移行                         令和７年４月 

（２）仙台総合ビジネス公務員専門学校 

金蛇水神社花まつり装飾協力                        令和７年４月 

 （３）専門学校デジタルアーツ仙台 

小学生向け職業体験講座「楽学プロジェクト」に講師派遣            令和７年７月 

（４）仙台総合ペット専門学校 

校内スポーツ大会を開催                           令和７年７月 

（５）専門学校デジタルアーツ仙台 

定禅寺ストリートジャズフェスティバルスタッフ協力              令和７年９月 

（６）仙台総合医療大学校 

学校祭「保福祭」を開催                          令和７年１０月 

（７）こどもの国幼稚園、マードレ保育園 

運動会を開催                              令和７年１０月 

（８）仙台総合医療大学校 

同窓会発足式・懇親会を開催                       令和７年１１月 

（９）仙台総合ビジネス公務員専門学校 

公務員科トレーニングジム供用開始                    令和７年１１月 

（10）専門学校デジタルアーツ東京 

DATフェスタ２０２５学園祭を開催                       令和７年１１月 

（11）仙台総合医療大学校 

マイナビレディース仙台 特別講義を実施                    令和８年１月 

 （12）専門学校デジタルアーツ仙台 

東北電力株式会社、株式会社バンタンとの提携学科を発表            令和８年１月 

（13）専門学校デジタルアーツ仙台 

声優学科卒業公演を開催                          令和８年１月 

（14）仙台総合ビジネス公務員専門学校 

学内企業説明会を開催                           令和８年３月 
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 ２．教育活動等の状況 

   令和７年度における各学校の活動状況や実績等は次のとおりです。 

（１）専門学校デジタルアーツ仙台 

次世代のデジタル教育の場にふさわしい最先端の教

育機材を導入した新校舎は令和７年４月より供用が開

始されました。また行政・大学・企業と連携した各種

事業を積極的に展開し、地域社会への貢献および実践

的教育の推進に取り組みました。地域におけるリカレ

ント教育の一環として宮城県より離職者等再就職訓練

ＩＴ技術者養成業務を４年連続で受託し、IＴソリュー

ション科において講座を実施しました。さらに宮城県

警職員を対象に基本情報技術者試験の合格に向けた知

識・技能習得を目的とした研修講座を実施するなど情

報分野における人材育成支援を行いました。 

国立大学法人東北大学スマート・エイジング学際重

点研究センターと協働で仙台市助成事業の「地域づく

りパートナープロジェクト推進助成事業 令和７年度

事業」を実施し、仙台市在住のシニア世代へ本学の専

門教育プログラムを提供するなど生涯学習機会の提供

および地域貢献にも努めました。 

各学科において企業と連携した作品制作や、行政・

団体主催イベントへのボランティア参加を実施し、実

践的な教育活動の充実を図りました。ミュージックス

タッフ科では、外部イベントへのスタッフ参加を通じ

て実践経験を積んでおり、なかでも「高校生対抗バン

ド合戦」（宮城県高等学校文化連盟軽音楽専門部主催）

には長年にわたり協力し、学生にとって貴重な実践の

場として継続的に活用しております。 

応用情報システム科では全国専門学校情報教育協会

主催「ビジネスプロデュースコンペティション」にお

いて、応募総数１４４件の中から準グランプリ（第２

位）を受賞しました。デザイン科では第２２回 デザイ

ングランプリ TOHOKU ２０２５学生部門にて、本校の

学生が総出展者１８２名の中から最優秀賞・奨励賞に

選ばれるとともに５名の学生が入選するなど本校での

学びの成果を発揮することができました。 
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 （２）仙台総合ビジネス公務員専門学校 

「時代の変化に即応し、必要とされる資格・技能・

技術を確実に習得できよう専門教育に力を入れる。ま

た、規律正しい学校生活を送らせることで、しっかり

と挨拶や返事、ＴＰＯをわきまえた対応ができるよう

人間教育にも力を入れる。この２つを実践し、社会や

企業が求める有用な人材の輩出を学校全体で目指す。」

を教育目標に掲げ、日々の教育活動を実践してきまし

た。本年度より国際情報ビジネス科（１年生）が本校

の管轄となり、総合ビジネス科・ファッションビジネ

ス科・フラワー科・総合公務員科・国際情報ビジネス

科の５学科体制となりました。 

ビジネス系２学科（総合ビジネス科・ファッション

ビジネス科）においては、積極的に資格取得に努め、

取得資格数は平均で１４個を超えるなど、日々の教育

活動が就職率１００％達成に繋がったと考えます。フ

ラワー科においては、フラワーショップや花市場等で

の職場体験にも力を入れ、より実践的な知識と技能の

習得に努めてきました。総合公務員科においては、公

務員試験の合格に向けて、学科試験対策・面接対策・

集団討論対策を中心に授業を進めてきました。また、

１１月より校内にトレーニングジムが新設するなど学

習環境の整備にも努めております。公務員試験合格率

は９３．１％を達成しました。国際情報ビジネス科（１

年生）においては、ネパールを中心にパキスタン・バ

ングラディシュ・スリランカ等多くの国々からの留学

生を受け入れております。パソコンの基本操作や日本

のマナーや習慣の理解等を中心に学びを深めており、

急激な少子化が進む日本において欠くことのできない

貴重な人材としての活躍が期待されております。 

本校は、学習内容や卒業後の進路等が異なる５つの

学科を有しておりますが、「総合専門学校」として、学

科同士の学び合いや異なった角度からの見方、切磋琢

磨を大切にし、それを大きな強みとして様々な実績を

積み重ねていると自負しております。引き続き学生や

企業・社会の要請に応えるべく、変化を恐れず次代を

担う学生の創造に努めていきたいと考えております。 
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 （３）仙台総合ペット専門学校 

令和７年度は新型コロナ感染症やインフルエンザ

の流行する時期もありましたが、無事に平常の授業や

実習が実施できました。設備面では、隣接するビルの３

階に２教室確保して授業に活用し始めました。 

各学科の活動では、愛玩動物看護科が設置から３年

目を迎え，初めて卒業生を送り出しました。２月に実施

された愛玩看護師国家試験では、合格率が全国平均を

越えることができました。トリマー科は、ドッグショー

見学や有名トリマー招聘による特別セミナーなどの実

習を積極的に行いました。トリミング実習室を改装す

るなど実習環境の整備も進めております。ドッグトレ

ーナー科は、将監地区に『ドッグトレーニングセンター』

を開設し、屋外・屋内の広々としたドッグランを活用し

実習を行いました。また菅原学園グループの幼稚園・保

育園の園児向けのドッグショーを実施するなど、学園

ネットワークも活用した幅広い学びを体験できました。

飼育管理科では館ヶ森アーク牧場、ペットエコ松森な

どにおいて校外実習を行いました。また、飼育する小動

物数や種類を増やし，水槽を増設するなど施設設備や

内容の充実に努めました。 

学校全体では資格取得を進めており、令和７年度は

全日本動物専門教育協会（ＳＡＥ）ライセンス試験でト

リマー初級、ドッグトレーナー科の家庭犬訓練士初級

が合格率１００％を達成しました。家庭犬訓練士の中

級では本校受験生が成績優秀で全国表彰されました。

全学科で受験する愛玩動物飼養管理士やビジネス能力

検定（ジョブパス）においても１００％近い合格率とな

るなど本校の実践的な教育カリキュラムが高い実績に

繋がっていると考えます。 

令和９年度から本校にフラワー科が新設（実質的に

は「仙台総合ビジネス専門学校フラワー科が移行」）さ

れ、校名が『仙台総合ペット＆フラワー専門学校』にな

る予定です。動植物系に特化した専門学校であること

を前面に出して広報・募集活動を進めるとともに、既存

の学科との連携を強めながら特色のあるカリキュラム

の編成や就職先の開拓に尽力したいと思います。 



   

- 11 - 

 

（４）仙台総合医療大学校 

学校名が専門学校仙台総合医療大学校となり２年が

経過しました。設置する５学科すべてが国家資格取得

を目標に学修に励んでおり、医療系３学科の理学療法

科・作業療法科・歯科衛生科が４年連続国家試験合格率

１００％を達成することができました。また、教育・福

祉分野のこども科は募集停止のため、令和７年度で一

区切りとなる卒業生全員が幼稚園教諭二種免許と保育

士国家資格を取得して卒業することが出来ました。 

さらに卒業生全員は取得した資格の専門分野に就職

し、就職率１００％を達成しました。本校の教育効果が

結果として数字に現れたものと考えます。 

昨年１１月には同窓会発足式を挙行し、期待以上の

同窓生が参加してくれたことは大変嬉しくもあり、今

後の同窓会活動を形あるものにするために学校として

の協力体制も推進してまいります。 

そして本校の敷地内での被害・目撃等はございませ

んでしたが、校舎近隣で複数回クマが出没し、臨時休講

や校外への外出禁止措置を取るなど、緊急かつ慎重な

対応が求められました。１階エントランスの外ドアの

開放厳禁や北側職員駐車場の夜間照明設置などの対策

を講じて学生の安全確保に努めました。 

また、地域連携・企業連携として、昨年に続き近隣

のプロスポーツクラブとの提携を結び、人材・資源の協

力体制の樹立と、宮城大学と JCHO仙台病院の講演会に

教員・学生が参加するなど地域連携を今まで以上に強

固にできた１年でありました。 

さらに本校の教育目標である多職種連携についても、

５学科の各２年生を中心にお互いの学習内容を体験す

る授業を展開できたことは大きな１歩となりました。

このような多岐にわたる学習成果が退学率の抑制にも

つながり、令和７年度は退学率が６％になるなど年々

改善が進んでおります。引き続き指導体制をさらに強

固なものにし、さまざまな国家試験対策を講じて全学

科合格率１００％を目標に日々の学修を行っていくと

共に学生そして教職員が居心地の良い、尊敬しあえる

教育の場を作ってまいります。 
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（５）専門学校デジタルアーツ東京 

令和７年度は、「教育の質保証の徹底」と「多様なニ

ーズに応える広報活動（募集）の強化」を重点目標に掲

げ、本校の強みである「業界直結の専門教育」と「少人

数制による徹底した個別指導」を再定義し、即戦力とな

る人材育成に注力しました。 

教育活動では、業界の第一線で活躍する特別講師を

招いた「特別講座」として、最先端技術の修得として AI

活用技術や最新ソフトの動向など業界のトレンドを反

映した技術指導や、業界人による直接の作品添削や「ポ

ートフォリオブラッシュアップ講座」などを実施しま

した。学生支援・退学者対策では、学生一人ひとりの状

況に寄り添う支援体制の強化として、クラス担任によ

る定期面談の回数を前年度比で大幅に増設し、学生の

不安や悩みの「早期発見・早期対応」を徹底する体制構

築や、通常教室での学修継続が難しい学生には、個別支

援スペースを活用した段階的登校支援を実施しました。

また、キャリア支援として企業説明会に加え、個別の進

路相談を強化しました。留学生に対しては、日本語教育

と並行して日本のビジネスマナーや生活指導を行い、

安心して学業に専念できる環境を整備しました。 

学生募集関連では、「選ばれる学校」を目指し、ター

ゲット別の戦略的広報の展開として、国内募集では少

人数教育の強みを活かし、オープンキャンパスでは「あ

なたへの直接指導」を体感できる個別性の高い体験授

業を実施し、教員と参加者の距離を縮めることで入学

後の成長イメージの具体化に努めました。留学生募集

では本校の強みである「ゲーム・アニメ・マンガ」分野

を日本のサブカルチャー発信拠点としてアピールし、

日本語学校との連携を深め、クールジャパン戦略に基

づいた積極的な紹介活動を行いました。そして、教育環

境の向上を目的として、デジタル機器およびソフトウ

ェアの整備を行い、最新の教育ニーズに対応した実習

環境の整備を推進しました。 

令和８年度は、少子化の進行および進学環境の変化

に伴い、入学者確保が引き続き重要な課題であり、デジ

タル技術の急速な進展に対応するための教育内容の継

続的な見直しも求められます。教育内容のさらなる高

度化、業界との連携強化、広報活動の充実による志願者

確保、学生支援体制の強化などの取組みを引き続き推

進することで教育の質向上と安定した学校運営を行っ

てまいります。 
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（６）幼稚園 

令和６年度はこどもの国幼稚園、令和７年度は鶴ヶ

谷幼稚園が「幼稚園型認定こども園」に移行しました。

鶴ヶ谷幼稚園、こどもの国幼稚園ともに満３歳児を受

け入れての運営となりました。これまで長年培ってき

た幼児教育の考えや方法をもとに、更なる質の向上を

めざして日々の教育・保育を進めてきました。 

幼稚園には年間を通してさまざまな行事があり、

どの行事もこどもたちは楽しく活動しています。秋の

運動会や発表会は、長い時間をかけて活動内容を吟味

し、各学年やクラス毎に保育者が指導に力を注ぐ大き

な行事です。その結果、令和７年度もこどもたちの発

表の様子をご覧になったたくさんの方々から大変レベ

ルの高い発表内容との評価をいただき、こどもたちも

保護者も、そして職員も満足できる充実した行事とな

りました。 

こどもたちは、行事以外にも普段の生活の中で自分

のクラスや異年齢のクラスの友達と一緒に関わりなが

ら、大きく成長しました。こどもたちの成長を喜ぶ保護

者の声が多く聞かれました。 

また、学校評価として実施した年度末の保護者ア

ンケートでは、両園ともに教育活動への高い評価をい

ただきました。そして、幼稚園へのたくさんの感謝、

ねぎらいの言葉をいただき、職員の大きな励みとなり

ました。 

両園とも、こどもたちに「幼稚園は楽しいとこ

ろ」「楽しい幼稚園」と思ってもらえるよう、さらに

充実した保育活動になるように力を合わせて保育の充

実を図っていきたいと考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

- 14 - 

 

（７）至誠館大学 

令和７年度は学生募集の強化と財務の健全化及び地域貢献の

充実を柱に、計画に沿った事業推進を図りましたが、新型コロナ

の影響で在学者数が定員を大きく下回り、厳しい財務状況が続い

ております。学生募集の強化では、令和７年度はインターネット

出願システムを導入し全出願区分で実施しました。入学者数１９

４人、入学定員充足率８０．８％で、入学定員を下回りました。

キャリア支援の状況については、令和８年３月の卒業生は１４０

人で、うち萩本校では就職希望者６９人で就職内定率は１００％

でした。東京キャンパスでは、日本での就職希望者４７人で就職

内定率４８．９％となり、本学全体の就職内定率は７９．３％で

した。これは、私費外国人留学生の就職活動が、昨年に比しやや

低調であり、特に年末以降の内定が昨年を下回ったことが影響し

たためと考えております。卒業後も特定活動ビザにより就職活動

を継続する留学生の卒業生に対しては、引き続きサポートを行っ

てまいります。地域貢献の状況については、吉田松陰研究所が公

開授業を令和７年８月２０日と令和８年２月１３日に開催するとともに、１２月に紀要第７号を発刊

しました。総合型スポーツクラブ「至誠館クラブ」では、萩市・長門市・阿武町の総合型地域スポー

ツクラブと協力し、本クラブが主幹となってグランドゴルフ大会を開催しました。ボランティア活動

の支援として、萩本校では萩市河川海岸一斉清掃、萩時代まつり、萩城下町マラソンなどに学生がボ

ランティアとして参加しました。東京キャンパスでも外国人留学生による、近隣の道路や公園などの

清掃を地域ボランティア活動として実施しております。高大連携の推進の状況については、萩光塩学

院高等学校、明徳義塾高等学校、長門高等学校と高大連携協定を締結し、大学教育と高校教育の連携

を円滑にするため、大学・高校相互の講師派遣、高校生が大学の授業を経験する機会の提供など、課

外活動の充実と学生及び生徒の資質向上を図りました。外部評価委員会による評価も２回行い外部評

価委員全員から適切に取り組んでいるとの評価を受けており、引き続き地域のニーズを適切に把握し、

本学の教育課程の編成、中期計画の実施、大学運営に際しての参考とし、日常の教育研究、学生指導

等においても役立ててまいります。教学体制の拡充として、「学修成果可視化システム・アセスメンタ

ー」による学生の学修成果の可視化を継続して実施し、学生が自己の学修成果の変遷や活動をまとめ

た「ディプロマ・サプリメント」を作成することで自身の達成度を確認しました。子ども生活学専攻、

スポーツ健康福祉専攻の資格免許科目を中心として、対象科目の教員が受講生と面談し、成績の点数

だけでは見えない授業の達成度を学生と相互評価する「科目ルーブリック評価」を実施しました。資

格取得の奨励として、東京キャンパスの留学生に対して日本語能力試験Ｎ１の受験促進と合格者増加

を目的に特別講座を行い、令和７年度は N１-５名、N２-２６名が合格しました。施設・設備面の改善

としては、２７年目を迎えた萩本校キャンパスの体育館屋上及び第二学生寮について、計画に基づき、

修繕や改修を実施しました。東京キャンパスにおいても各所の経年劣化した部品の交換、修繕、植栽

のメンテナンス等を実施するなど学生の学びの環境の整備を推進しました。 
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３．理事会・評議員会の開催状況 

  第１回開催月日：令和７年５月２６日（月曜日） 

   〇主たる議題名 

    ・令和６年度事業報告及び収支決算の承認について 

   

  第２回開催月日：令和７年６月３０日（月曜日） 

   〇主たる議題名 

    ・役員及び評議員に対する報酬等の支給基準の制定について 

    ・役員賠償責任保険契約の締結について 

    ・情報の公開及び開示に関する規程の改正について 

 

  第３回開催月日：令和７年９月２２日（月曜日） 

   〇主たる議題名 

・至誠館大学ガバナンス・コードの改正について 

・専門学校４校の学則変更について 

 

  第４回開催月日：令和７年１２月２２日（月曜日） 

   〇主たる議題名 

・任期満了に伴う理事の推薦について 

・任期満了に伴う評議員の推薦について 

 

第５回開催月日：令和８年３月２３日（月曜日） 

   〇主たる議題名 

・令和７年度補正予算案について 

・令和８年度事業計画と予算案について 

・中期事業計画について 

・任期満了に伴う至誠館大学長の選任について 

・仙台総合ペット専門学校の名称変更について 

・寄附行為の変更について 

・組織運営規程の改正について 

・至誠館大学学則変更について 

・至誠館大学関係諸規程の改正について 

・専門学校５校の学則変更について 

・幼稚園２園の園則変更について 
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Ⅲ 財務の概要                             

 １．令和７年度（２０２５年度）決算について 

令和８年４月１日から改正学校教育法が施行されることに伴い、実践的な職業教育をアイデンティテ

ィとする専門学校においては、各種制度改革に適切に対応し、社会的評価の向上を図るため、これまで

以上に教育の質保証・向上に取り組む必要があります。本学園においても、学生・園児が安心して学べ

る教育環境の整備を最優先課題と位置づけ、学校施設の改修や教育設備・機器の更新など、積極的な設

備投資を進めております。また、全学的な教学マネジメント体制の構築を推進し、学校法人としての運

営基盤の強化およびガバナンスの強化に努めることで、将来にわたり社会から信頼され、期待される学

校法人としての体制確立を目指してまいります。 

   令和７年度の教育環境整備においては、専門学校デジタルアーツ仙台の新校舎取得や、専門学校にお

ける学習環境の充実を図るための教育研究用機器備品の整備を行ったことから、施設設備関連支出とし

て３,９１３百万円を計上しました。 

財務面では、学生・園児総数は前年度比６９名減少し、学生生徒納付金収入は前年度比６５百万円減

少しました。一方で、債務免除益や寄付金の増加により、一般企業の経常利益にあたる経常収支差額、

および純利益にあたる基本金組入前当年度収支差額は、それぞれ４６６百万円、６５２百万円のプラス

となりました。 

来期以降については、入学入園者数の増加策を積極推進することで学費収入の確保に尽力するととも

に経費を見直し節減に努めて財務健全性の向上を経営目標とするとともに、教育の質保証・向上を第一

義に掲げ学生に対する教育環境のより一層の改善に向けて積極的に資産配分を行い、充実した教育の提

供と質の向上を図ってまいります。 

なお、企業会計では正しい損益状況と経営成績及び財産状況を説明し収益力を高めて財政的安全性を

図ることを目的に「貸借対照表」「損益計算書」などの計算書類を作成していますが、学校法人会計では

学校経営における教育研究活動の健全性の程度を財務面から測定して開示することを目的に「貸借対照

表」「事業活動収支計算書」「資金収支計算書」を作成しています。 

貸借対照表は、年度末時点における資産、負債、純資産の内容、有り高を示し、学校法人の財務状況を

明らかにするものです。 

事業活動収支計算書は、当該会計年度の活動に対応する事業活動収入と事業活動支出の内容を明らかに

するとともに、基本金組入後の収支均衡の状態を明らかにしています。 

資金収支計算書は、当該会計年度の教育活動に対応するすべての資金収入・支出の内容を明らかにして、

支払資金のてん末を明らかにしています。 

学校法人は安定的、継続的に教育研究活動を行うことで社会に必要な人材の育成を目的とする、極め

て公共性の高い公益法人であることから、説明責任を果たし、関係者の理解と協力が得られるように、

これらの計算書類を作成し公開しております。 
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（１）貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

- 18 - 

 

（２）事業活動収支計算書 
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（３）資金収支計算書 
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（４）活動区分資金収支計算書 
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（５）財産目録 
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３．監査報告 

（１）監査報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

- 23 - 

 

（２）独立監査人の監査報告書 
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２．経年比較 

（１）貸借対照表５期比較表 
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（２）事業活動収支計算書５期比較表 
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（３）資金収支計算書５期比較表 
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（４）主な財務比率５期比較表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


